
主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R３歳出予
算額（千
円）

R３歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

3-1 女
性の人
権

①講座，研修や
ＮＰＯ等との連
携事業を通し
て，性差別意識
や固定的な性別
役割分担意識の
解消，男女共同
参画社会の意義
の普及に努めま
す。

1

男女共同参画推進
に向けた広報・啓
発

男女共同参画センター講座・女性活躍推進講
座を実施するとともに，芦屋市広報やセン
ター通信「ウィザス」の発行を通じて，男女
共同参画意識の周知・啓発を行う。

668 人権・男女共生課

②性別に関わり
なく一人ひとり
の個性や能力を
育む教育・学習
の充実に努めま
す。

2

学校教育における
子どもへの学習機
会の確保

性別に基づく固定的な役割分担意識を是正
し，人権尊重を基盤とした男女平等観を形成
する教育・学習の充実を図る。

0 学校教育課

3

ワーク・ライフ・
バランスの意味や
考え方の普及

男女共同参画センター講座・女性活躍推進講
座の実施やセンター通信「ウィザス」の発行
を通じて，自身の働き方を見直し，より充実
した生活をするために有効な情報提供を行
う。

668 人権・男女共生課

4

男性が女性と共に
育児や家事を担う
ための啓発や学習
機会の提供

男女共同参画センター講座として，男性が家
事・育児に積極的に関わり，パートナーや家
族とのコミュニケーションを図るきっかけと
なるような講座を企画・実施する。

254 人権・男女共生課

④性差別による
暴力防止，Ｄ
Ｖ，若年層に対
するデートＤ
Ｖ，セクシュア
ル・ハラスメン
ト等の防止に関
する教育や啓発
を進めます。

5

性差別による暴力
防止，ＤＶ，若年
層に対するデート
ＤＶ，セクシュア
ル・ハラスメント
等の防止に関する
教育や啓発

（人権・男女共生課）
「女性に対する暴力をなくす運動」に関する
事業を実施（11月予定）するとともに，
ホームページ等で相談先等の周知・情報提供
を行う。
（コンプライアンス推進室）
・ハラスメントのリーフレットを改訂し，職
員に配布して周知を図る。
・職員の役職に応じた研修等を実施すること
で，ハラスメントについての知識の向上を図
る。
（教職員課）
研修の実施により，あらゆるハラスメント防
止の啓発を図る。

770
人権・男女共生課
コンプライアンス推進室
教職員課

⑤芦屋市配偶者
暴力相談支援セ
ンター（芦屋市
ＤＶ相談室）の
周知を進めま
す。

6

広報紙への掲載
関係課や関係機関
へ相談カードを配
布

多くの人に情報が届き，DV被害者の相談に
つながるよう効果的に周知を行う。

8,131 人権・男女共生課

第４次芦屋市人権教育・人権啓発に関する総合推進指針進行管理調査表

○主な人権課題の方向性に沿った進行管理

③広く市民に
ワーク・ライ
フ・バランスの
考え方を普及さ
せるとともに，
男女がともに育
児や家事，介護
等を担うための
啓発を行いま
す。
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主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R３歳出予
算額（千
円）

R３歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

3-2 子
どもの
人権

①「子どもの権
利条約」の意義
と内容について
周知・啓発を進
めます。

7

子どもの権利条約
の周知

年齢に応じた子どもの権利条約の冊子を配布

6
子育て推進課

②子どもたちの
学習の場である
学校の中に人権
尊重の理念を徹
底し，教育活動
全体を通して人
権教育を進めま
す。

③教育課程全般
において，いじ
め等の問題（イ
ンターネットを
通じて行われる
ものを含む）に
ついて，主体的
に考える機会を
設けたり，子ど
もたちが情報を
正しく選択し，
判断していく力
を身に付けたり
する取組を推進
します。

9

カウンセリングセ
ンター相談事業

相談者の在籍校との連絡を密にし，いじめの
長期化や不登校を防止するとともに，他の相
談機関や関係機関との連携を意識し，支援の
充実を目指す。 2,616 学校教育課

10

青少年愛護セン
ター相談事業

青少年の問題全般について，電話，来所等に
よる相談活動を実施する。

0 青少年愛護センター

④「いじめ防止
基本方針」など
に基づき，通報
体制や相談体制
の充実を図りま
す。

1538 学校教育課

人権教育推進事業 ・人権教育をあらゆる教育活動の根幹に据
え，自身の自尊感情を高め，自他の人権を守
り，種々の人権課題を解決しようとする児童
生徒の意欲・態度を育てる。
・各学校で情報モラルの育成を目指した授業
を実施する。
・情報モラルやリテラシーに係る内容につい
て，教職員対象の研修を積極的に実施する。
・情報活用能力向上のための授業づくり研究
を進める。
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主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R３歳出予
算額（千
円）

R３歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

11

子ども家庭総合支
援室の運営

子ども家庭支援員・虐待対応専門員が家庭の
養育についての悩みや心配ごとの相談に応じ
る。また，子どもの虐待に関する相談・指
導・訪問等適切な対応を行う。

15,202
子育て推進課

12

カウンセリングセ
ンター相談事業
（再掲）

・カウンセリングセンターに業務委託し，児
童生徒の健全育成及び保護者，教師のカウン
セリングを行い，心身の安定を図るととも
に，定期的に児童生徒の在籍校と情報交換を
行い，支援に当たる。
・他の相談機関との連携を意識し支援の充実
を目指す。特に，学校教育課の教育相談との
連携を意識する。
・教育相談事業の更なる啓発や周知に努め，
相談業務の質と量の充実を図る。

2,616 学校教育課

⑥「子ども家庭
総合支援室」に
おいて家庭児童
相談室の機能を
包括し，「要保
護児童対策地域
協議会」の活性
化を図ります。

13

要保護児童対策地
域協議会の運営

代表者会議年１回，実務者会議・主要機関実
務者会議年４回以上，ケース検討会議を必要
に応じて開催する。
児童虐待防止研修会を開催する。

0
子育て推進課

⑦子育ての孤立
化を防ぐため，
子育てを地域社
会で支援するこ
との大切さにつ
いて意識の醸成
を図ります。

14

児童虐待防止の広
報啓発

児童虐待防止月間に公立小学校・中学校及び
自治会に｢児童虐待防止｣チラシを配布する。
(11月予定)

145
子育て推進課

⑧保護者や青少
年愛護委員など
と連携し，子ど
もたちが自ら身
を守り，安全を
確保するため，
教育・啓発を進
めます。

15

犯罪等子どもを取
り巻く様々な危険
性についての教
育・啓発

（子育て推進課）
・防犯訓練の継続実施を図り，内容の振り返
り，充実を図る。
・5歳児には「こどもぼうさい」を配布し，
各施設で冊子も利用した防犯教育を行う。
・交通安全教室に継続参加実施。
（学校教育課）
・新規プレート「子どもを守る110番の家・
店プレート」の周知に努め，新規掲示先を増
やす。
・防犯教室を継続実施し，児童生徒の危険回
避などの意識向上に努める。
・交通安全教室を継続実施し，自転車の乗り
方や安全な歩行方法についての周知を図る。
・山手中学校区の山手小学校，岩園小学校，
朝日ケ丘小学校の通学路点検を実施し，危険
箇所の改善に努める。
（青少年愛護センター）
中学校区青少年健全育成推進会議及び青少年
育成愛護委員と連携し，犯罪等の危険性に対
する研修を行う。
（地域経済振興課）
2022年4月からの成年年齢引き下げに伴っ
て，若年者の契約トラブル増加を未然に防止
する消費者啓発セミナー等を開催する。

453

子育て推進課
学校教育課
青少年愛護センター
地域経済振興課

⑤「児童虐待防
止法」に基づ
き，通報体制や
相談体制の充実
を図るととも
に，学校等と関
係機関との連携
を強化します。
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主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R３歳出予
算額（千
円）

R３歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

3-3 高
齢者の
人権

①関係機関との
連携を密にし，
虐待の早期発見
や詐欺の未然防
止，成年後見制
度の利用促進に
努めるととも
に，権利擁護支
援センターや高
齢者生活支援セ
ンターの相談窓
口の周知と相談
体制の充実に努
めます。

16

権利擁護の理解や
意識を高める取組
の推進

・虐待対応にあたる職員に向け，研修を実施
し，対応の質の向上を目指す。
・市民向けに権利擁護フォーラムを実施し，
権利擁護について普及啓発を図る。
・関係機関(ケアマネ)の虐待対応における困
りごとを明らかにし，よりスムーズな連携を
図る。
・施設従事者による高齢者虐待対応マニュア
ル・障がい者虐待対応マニュアルを実務に即
した内容へと改訂し，虐待対応がよりやりや
すいものになるようにする。

0 地域福祉課

17

災害時の要配慮者
支援の取組

（地域福祉課・防災安全課）
要配慮者名簿を通して地域での見守り活動が
活発になるよう，関係課が協働し緊急・災害
時支援の運用を見直す。
また，地域住民だけではなく社会福祉協議会
や高齢者生活支援センターなど関係機関の協
力が得られるよう，令和４年度からの本格的
な新運用の実施に向けて準備を進める。
（高齢介護課・防災安全課）
・緊急・災害時要援護者台帳等の名簿の更新
及び説明を行い，日ごろの地域活動に活用い
ただく。
・広報で緊急・災害時要援護者台帳を周知す
る。

550
地域福祉課
高齢介護課
防災安全課

18

地域見守りネット
事業

気になる方を報告していただけるよう，報告
事例について登録事業者へ発信する。

0 高齢介護課

③認知症施策推
進大綱に基づ
き，認知症高齢
者を支援する体
制づくりに努め
るとともに，認
知症に関する正
しい知識の普
及・啓発を進め
ます。

19

認知症施策 （地域福祉課）
認知症サポーター養成講座の年間受講者
1,000人を目標とし，認知症地域支援推進員
等と連携し，小・中学生を始めとする，様々
な世代の受講者増加と地域活動へ繋がるよう
な仕組みの構築を目指す。
（高齢介護課）
・認知症に対する正しい知識の普及を図る
・気軽に集える居場所づくりを取り組む
・若年性認知症の当事者の会の開催や適切な
支援が行える仕組みづくりを検討する。

1,510
地域福祉課
高齢介護課

④高齢者の自立
と社会参加，就
労の機会や環境
を整えることの
必要性について
周知・啓発し，
生きがいの増進
に努めます。

20

高齢者雇用に関す
る制度の周知・啓
発

・継続してシルバー人材センターの運営を補
助する。
・シルバー人材センターの活動内容を周知す
ることにより会員の入会を促進する。

20,000 高齢介護課

②高齢者生活支
援センターをは
じめ，社会福祉
協議会，自治
会，自主防災
会，民生児童委
員，福祉推進委
員などとも連携
し，高齢者を地
域で見守り支援
する体制づくり
を進めます。
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主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R３歳出予
算額（千
円）

R３歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

3-4 障
がいの
ある人
の人権

①「障がいを理
由とする差別の
ない誰もが共に
暮らせるまち条
例」を広く周知
し，障がい及び
障がいのある人
に対する理解の
促進を図り，差
別のない共生社
会の実現を目指
します。

21

条例による取組の
推進

（障がい福祉課）
・芦屋市障がいを理由とする差別のない誰も
が共に暮らせるまち条例を，市ホームペー
ジ，障がい福祉ポータルサイト「あしやねっ
と♪」，条例啓発リーフレット「お互いを支
えあい思いやるまち　あしや」等を通じて周
知を図る。
・合理的配慮の提供を推進するための取組と
して，子どもから大人まで誰もが合理的配慮
について理解できるような啓発活動を実施す
る。
・市内民間事業者に対して合理的配慮の提供
支援に関する取組（合理的配慮の提供を目的
とした点字メニューの作成や筆談ボードの設
置などを行った場合に，費用の一部を助成）
を実施する。
（人権・男女共生課）
講演会や啓発映画会など人権啓発事業を実施
する際に条例を周知する。

3,200
障がい福祉課
人権・男女共生課

②子どもの頃か
ら障がいのある
人に対する理解
を深め，心のバ
リアフリーを育
む教育を進めま
す。

22

福祉教育の推進 小学校の総合的な学習において，視覚に障が
いのある方の話を伺ったり，用具を見たり
使ったりする機会を設ける。また，アイマス
クをつけて実体験をするなどし，障がい者理
解を深める。 0 学校教育課

③障がいのある
人もない人も共
に参加できる地
域での交流活動
などを通して，
相互理解を進め
ます。

23

交流活動による啓
発

（政策推進課・障がい福祉課，人権・男女共
生課，スポーツ推進課）
・障がいの有無に関わらず交流できるイベン
トを開催する。
（障がい福祉課）
・市内外で障がいのある人もない人も集うよ
うな居場所を見出していき，障がいのある人
に周知していく。
・障がいのある人の文化・芸術活動を促進す
るため，保健福祉センター等で開催する障が
い児・者作品展について，市民への広報や運
営などの支援を行うとともに，障がい児・者
による芸術作品等の発表機会を創出してい
く。

772

関係課（政策推進課・障
がい福祉課・人権・男女
共生課・スポーツ推進
課）

④事業者が合理
的配慮の提供を
行うことができ
るよう，合理的
配慮の提供支援
に関する施策を
実施します。

24

合理的配慮の提供
支援

芦屋市障がいを理由とする差別のない誰もが
共に暮らせるまち条例を，市ホームページ，
障がい福祉ポータルサイト「あしやねっと
♪」，条例啓発リーフレット「お互いを支え
あい思いやるまち　あしや」等を通じて周知
を図る。
合理的配慮の提供を推進するための取組とし
て，子どもから大人まで誰もが合理的配慮に
ついて理解できるような啓発活動を実施す
る。
市内民間事業者に対して合理的配慮の提供支
援に関する取組（合理的配慮の提供を目的と
した点字メニューの作成や筆談ボードの設置
などを行った場合に，費用の一部を助成）を
実施する。

3,200 障がい福祉課

⑤相談窓口の周
知に努めるとと
もに相談体制の
充 実 を 図 り ま
す。

25

障がい者相談支援
事業

地域の身近な相談窓口として，相談から一貫
した支援を実施できるよう，関係機関と連携
し，相談支援の充実を図る。
地域における相談支援の中核的な役割を果た
している障がい者基幹相談支援センター機能
のさらなる充実を図る。
「地域共生社会」の実現に向けた重層的支援
体制の整備について，属性や世代に捉われな
い包括的な支援ができるよう，関係機関と協
議していく。

41,584
障がい福祉課
地域福祉課
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主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R３歳出予
算額（千
円）

R３歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

3-5 同
和問題
（部落
差別）

①偏見や差別意
識の解消に向け
て，同和問題
（部落差別）に
対する正しい理
解と認識が得ら
れるよう周知活
動，啓発活動を
進めます。

26

同和問題（部落差
別）に対する啓発

（上宮川文化センター）
・開かれたコミュニティ－センタ－として，
生活上の各種相談事業や人権課題の解決のた
めの講演会や学習会を開催する。
（人権・男女共生課）
講演会や啓発映画会などの人権啓発事業を実
施する際に法務省が作成した啓発チラシを配
布する。

98
上宮川文化センター
人権・男女共生課

②学校教育にお
いては，これま
での取組の成果
を踏まえ，学習
内容，指導方法
を工夫しながら
人権教育に取り
組みます。

27

同和問題（部落差
別）に対する教育

同和問題をめぐる人権侵害が今なお存在する
事実に向き合うことを通して，教職員が同和
問題を重要な人権課題としてとらえ，地域の
実情をふまえながら部落差別の解消に向けた
教育と啓発を進める。

0 学校教育課

③人権啓発・住
民交流の拠点施
設である上宮川
文化センターを
中心に，地域で
の相談事業や人
権学習，交流活
動に取り組みま
す。

28

隣保館事業 ・同和問題をはじめ，あらゆる人権課題を含
めた相談業務を実施する。
・地域交流をすすめ，同和問題の理解をより
一層深めていく。

330
上宮川文化センター

④住民票等の不
正請求・不正取
得により市民の
人権が侵害され
ないよう，「本
人通知制度」の
周知と適正な運
用を行います。

29

「本人通知制度」
の周知・運用

・引続き本人通知制度の運用を図るなかで，
周知啓発を行う。
・引続き適正な運用に努め，登録者数の増加
を目指す。

0 市民課

3-6 外
国人の
人権

①外国人に対す
る偏見や差別意
識を解消するた
めに，文化・生
活習慣の多様性
を尊重する人権
意識の高揚につ
いての教育・啓
発 を 推 進 し ま
す。

30

多様性を尊重する
人権意識の教育・
啓発

多文化理解講座の実施

614
人権・男女共生課
広報国際交流課

②ヘイトスピー
チは，人権侵害
であり，許され
ないものである
という認識を広
めるための啓発
を行います。

31

ヘイトスピーチに
対する啓発

・人権講演会や啓発映画会などの人権啓発事
業を実施する際に法務省が作成した啓発チラ
シを配布する。
・庁内に法務省が作成した啓発ポスターを掲
示する。

0 人権・男女共生課

6



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R３歳出予
算額（千
円）

R３歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

③外国人児童生
徒等に関わる教
育 指 針 に 基 づ
き，すべての児
童生徒等が互い
に尊重し，外国
人児童生徒等が
自らの進路を切
り拓いていける
力を育みます。

32

外国人児童生徒等
に対する教育支援
事業

・初期日本語指導教室の運営や，支援方法に
ついて継続して検討する。
・日本語指導を必要とする児童生徒数が増加
傾向にあり，外部支援員の人材確保に努め
る。
・学校園の教職員が日本語指導の基本的なス
キルを学べる研修プログラムを実施する。 2,947 学校教育課

33

国際理解教育推進
事業

・新学習指導要領に沿った指導と評価を引き
続き研究する。
・小学校外国語活動推進事業において，英語
が堪能な地域人材を，小学校英語力アップ事
業において，ALTを配置する。
・国際交流協会等の関係機関と連携し，児童
生徒が外国人と交流して異文化理解を深める
場をつくる。

18,385 学校教育課

34

国際交流に関する
事業

（No.30の再掲）
多文化理解講座の実施

614 広報国際交流課

⑤潮芦屋交流セ
ンターを拠点と
して，日本語教
室や在住外国人
への情報提供を
通して異文化交
流を進めます。

35

外国人への日本語
学習支援教室の実
施

（広報国際交流課）
指定管理事業（参加者数）
・指定管理者の実施計画による目標数値
日本語教室（大人対象）週４日全５クラス，
１，４００人（講師含む）
日本語教室（子ども対象）週１日全１クラ
ス，３０８人（講師含む）
日本語ボランティア講師養成・ブラッシュ
アップ研修２１人（講師含む）
（公民館）
民間事業者に委託している。事業が適切に行
われているかどうか，令和3年度の事業計画
が適切に作成されるかどうか注視し，評価す
る。

30
広報国際交流課
公民館

⑥多言語による
情報発信ややさ
しい日本語の普
及などを通し
て，外国人にも
理解しやすい情
報提供に努めま

36

多言語での情報発
信

・多言語情報配信クラウドサービスの利用・
周知及びホームページの充実
・希望する外国人住民へメール配信の本格実
施 1,962 広報国際交流課

37

やさしい日本語の
普及

やさしい日本語研修の実施

0 広報国際交流課

38

三者間通話システ
ム

通訳が必要な外国人からの１１９番通報受信
時及び現場活動時の通訳要望に応え，円滑な
災害活動に努める。

385 消防本部指令課

④子どもたちも
含めた外国や外
国人との交流を
進めることなど
により，異文化
に対する理解や
関心を高め国際
社会への視野を
拡げます。

7



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R３歳出予
算額（千
円）

R３歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

39

災害時の在住外国
人への支援

外国人住民対象の防災研修及び日本人対象の
在住外国人支援研修の実施

614
広報国際交流課
防災安全課

①家庭や人権擁
護委員など関係
機関と連携し，
情報収集や発信
における個人の
責任や情報モラ
ルについて，子
どもを含めた教
育・啓発を推進
します。

40

情報モラル教育・
啓発の実施

（打出教育文化センター）
・情報モラル教育は，人権教育や生徒指導上
の問題と大きく関わることを学校とも共通理
解して取り組む。
・子どもたちが主体的に情報モラルについて
考える場面を設ける。
・芦屋市情報活用能力体系表を活用して，教
育課程の中に情報モラル教育を明確に位置づ
け，系統的な指導ができるようにする。
・1人1台学習用端末を活用する際には，情
報セキュリティ，著作権，情報収集・発信の
際の注意事項等の指導を行う
・SNS利用等，情報モラルやリテラシーに係
る内容について，教職員対象の研修をより充
実したものにしていく。
（学校教育課）
外部の講師を各学校で招聘したり，研修用動
画を活用したりするなど，各学校に実態に合
わせて，児童生徒・教職員向けの研修を実施
する。
（青少年愛護センター）
青少年育成愛護委員会に委託している事業の
中の研修において情報モラルをテーマとして
実施し，啓発を行う。
（人権・男女共生課）
人権擁護委員や法務局と連携し，市内小中学
校でスマホ・ケータイ人権教室を実施する。

3,467

打出教育文化センター
学校教育課

青少年愛護センター
人権・男女共生課

②インターネッ
トにおける差別
的な書き込み等
の人権を侵害す
る情報の掲載に
ついて，関係機
関と連携し，早
期発見や適切な
対応に努めま
す。

41

インターネット・
モニタリング事業

定期的にモニタリングを行い，差別的な書き
込みを発見した場合は，法務局等と連携し，
削除依頼を行う。

0 人権・男女共生課

③市の各種広報
について，人権
の視点から検証
し，適切な情報
提 供 を 図 り ま
す。

42

人権の視点に立っ
た適切な情報発信

継続して，人権の視点に立ち，適切な情報発
信を行う。

0 広報国際交流課

3-7
情報化
などに
伴う人
権侵害
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主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R３歳出予
算額（千
円）

R３歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

①誰もが自分の
性（セクシュア
リティ）を尊重
され，自分らし
く生きることの
できる社会をつ
くるため，性の
多様性など性に
対する正しい知
識や理解が深ま
るよう教育・啓
発を進めます。

43

性的マイノリティ
に関する教育・啓
発

（人権・男女共生課）
・LGBTに関する職員研修を実施する。
・講演会や啓発映画会などの人権啓発事業を
実施する際に県が作成した啓発リーフレット
を配布する。
（学校教育課）
LGBTなど性的マイノリティの人権課題に対
して，正しい知識と理解を深めることのでき
る教材研究，授業実践を進める。

0
人権・男女共生課
学校教育課

②公文書等にお
ける不要な性別
記載の削除を進
めます。

44

申請書等の不要な
性別記載欄の削
除。

・継続して，申請書等における不要な性別記
載欄の削除を行う。
・新規に作成する申請書等について，性別記
載欄が不要なものは，性別記載欄を設けない
ようにする。 0 人権・男女共生課

③性的マイノリ
ティ当事者や家
族，教職員など
からの相談に対
応するため，相
談窓口の周知を
図ります。 45

専門相談員による
ＬＧＢＴ電話相談
の周知

・講演会や啓発映画会など人権啓発事業を実
施する際にLGBT電話相談の周知をする。
・市内の公共施設に相談カードを配架し周知
する。

412 人権・男女共生課

①各感染症につ
いての正しい知
識を普及すると
ともに，世界エ
イズデー＊やハ
ンセン病を正し
く理解する週間
などを中心に，
啓 発 を 進 め ま
す。

46

（人権・男女共生課）
ハンセン病問題をテーマにしたパネル展示を
行い，市民に対して啓発を行う。
（上宮川文化センター）
ハンセン病問題をテーマとした啓発映画等を
通して市民に対して啓発を行う。
（健康課）
「HIV感染」に限らず，「新型コロナウイル
ス感染」など各感染症について，正しい知識
を身につけ，当事者の人権について理解が促
進されるようホームページでの情報提供やポ
スターの掲示，パンフレット等啓発媒体の設
置を継続して実施する。

0
人権・男女共生課
上宮川文化センター
健康課

②学校教育にお
いて，感染者等
に対する差別・
偏見を持つこと
の無いよう発達
段階に応じた正
しい知識を身に
付けるよう取り
組みます。

47

・小学校では生活科や保健，中学校では保健
体育科で感染症についての授業を実施する。
・感染者等に対する差別・偏見を持つことの
無いよう発達段階に応じた正しい知識が身に
付くよう授業を実施する。

0 学校教育課

3-10
犯罪被
害者な
どの人
権

①犯罪被害者等
の 人 権 に つ い
て，広く啓発を
図るとともに，
犯罪被害者等の
支援制度の周知
に努めます。

48

犯罪被害者等人権
についての啓発，
犯罪被害者等の支
援制度の周知

犯罪被害者等が置かれている状況や支援の重
要性について理解を深めるために啓発活動を
行うとともに，犯罪被害者等に対して，支援
制度の周知に努める。
具体的には，民間支援団体による犯罪被害者
の無料電話相談案内及び市の支援制度につい
て広報紙に掲載する。また，市職員向けの人
権研修を実施する。

25 建設総務課

3-９
感染症
患者な
どの人
権

各感染症について
の正しい知識の普
及

3-8
性的マ
イノリ
ティの
人権
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主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R３歳出予
算額（千
円）

R３歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

3-11
刑を終
えて出
所した
人など
の人権

①犯罪や非行の
防止と罪を犯し
た人たちの更生
について理解を
深 め る た め ，
「社会を明るく
する運動」を推
進し，立ち直り
を見守り支える
地域社会の実現
に向けて啓発活
動に取り組みま
す。

49

「社会を明るくす
る運動」などを通
じた啓発活動

社会を明るくする運動を通し，周囲の人びと
が社会の中で見守り支えていく更生保護につ
いて理解を深めるため，新型コロナウイルス
感染症対策を講じながら，可能な範囲で啓発
活動に取り組む。
また，小中学生を対象に，犯罪・非行のない
地域社会づくりや犯罪・非行をした人の立ち
直りについて考えたことや感じたことをテー
マにした作文コンテストを実施し，広く更生
保護への理解を深めてもらう。

0 地域福祉課

3-12
その他
の人権
問題

◇ひと
り親家
庭に関
する問
題

家族の多様性が
尊重される社会
の実現に向けて
啓発に取り組み
ます。また，ひ
とり親家庭のう
ち特に母子家庭
への支援制度及
び適切な相談窓
口の周知に努め
ます。

50
母子・父子家庭相
談の周知

ひとり親家庭の継続的自立へつながるよう，
広報やホームページ等を通じて支援制度及び
相談窓口の周知を行う。

0 子育て推進課

◇北朝
鮮当局
によっ
て拉致
された
被害者
等の人
権

この問題につい
て，関心と認識
を深めていく啓
発 を 推 進 し ま
す。

51

北朝鮮当局による
拉致問題について
の関心と認識を深
める啓発

・パネル展を通じて拉致問題についての啓発
を図る。

0
人権・男女共生課
上宮川文化センター

◇アイ
ヌの
人々の
人権

国と協力し，啓
発に努めます。

52

アイヌの方々の歴
史や現状に関する
認識と理解を深め
る啓発

ホームページ等を通じて，アイヌの方々の相
談窓口の周知をはじめ，歴史や現状に関する
認識と理解を深める啓発を行う。

0 人権・男女共生課

◇労働
者等の
人権

ハラスメントに
よる人権侵害に
対する正しい理
解の促進，相談
窓口の周知に努
めます。 53

ハラスメントに対
する啓発，相談窓
口の周知

（人権・男女共生課）
人権擁護委員による人権相談の実施を広報や
ホームページのほか講演会や啓発映画会など
の人権啓発事業を実施する際に周知する。
（地域経済振興課）
毎月社会保険労務士による労働相談の実施を
広報に掲載し相談窓口を周知する。
ハラスメントに対する啓発チラシを作成し正
しい知識の理解を促す。

125
人権・男女共生課
地域経済振興課
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地域・事
業者・

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R3歳出
予算額
（千円）

R3歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

4-3 地
域

①社会教育関係
機関・団体，芦
屋市人権教育推
進協議会との連
携を深め，学
習・啓発の機会
を充実します。

1

関係団体との連携
による事業の実施

（人権・男女共生課）
法務局，人権擁護委員等と連携し人権講
演会及び啓発映画会を実施する。
（生涯学習課）
・芦屋市人権教育推進協議会の自主的な
活動がより円滑に，かつ充実するよう支
援する。
・芦屋市人権教育推進協議会全体会・分
科会がより充実するよう活動を支援す
る。

2,738

人権・男女共生課
生涯学習課

②出前講座の推
進など，自治会
などが実施する
啓発・学習活動
に対する場所や
機会の提供，交
流の促進などを
通じて，地域に
おける人権意識
の向上と地域の
教育力を高めま
す。

2

生涯学習出前講座
の案内，募集，実
施

生涯学習出前講座，あしや学びあいセミ
ナー及び社会教育関係団体公募提案型補
助金制度を引き続き円滑に実施し，生涯
学習の推進を通じて人権意識の向上を図
る。

400
生涯学習課
関係課

③ 地 域 で の 行
事・イベントな
どの場と機会を
活用した啓発活
動 を 推 進 し ま
す。

3

地域の行事，イベ
ントなどの場を活
用した啓発活動

成人式で人権啓発グッズを作成・配布
し，人権意識の浸透を図る。

91 関係課（生涯学習課）

①経営者などに
対し，特に人権
に関わる法令順
守について啓発
します。

②研修会の開催
など人権教育・
啓発の実施を呼
びかけるととも
に，講師などの
人材紹介，施
設・情報・教材
の提供などの支
援を行います。

第４次芦屋市人権教育・人権啓発に関する総合推進指針進行管理調査表

〇それぞれの場における人権教育・人権啓発の方向性に沿った進行管理

4-4 事
業所

4

事業所に対する啓
発，啓発事業の周
知

（地域経済振興課）
他市，他団体と連携し啓発を実施した
り，法改正など，社会情勢に合わせて啓
発資料を作成，配布する。
（人権・男女共生課）
人権啓発事業のチラシやポスターの配
布，掲示依頼を商工会にし，市内の事業
所への周知を図る。

地域経済振興課
人権・男女共生課

0
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地域・事
業者・

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R3歳出
予算額
（千円）

R3歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

5-1 職
員 の 意
識向上

①新入職員から
幹部職員にいた
るすべての職員
について，それ
ぞれの職務に応
じ人権意識を高
める研修の充実
に努めるととも
に，人権をテー
マとした講演
会・研修会への
参加を促すこと
で人権意識の高
揚を図ります。

5

人権に関わる研修 （人権・男女共生課）
職員人権研修を開催する。また，人権講
演会を職員人権研修に位置づけ，参加を
促すことで職員の人権意識を高める。
（コンプライアンス推進室）
職員の役職に応じた研修等を実施するこ
とで，ハラスメントについての知識の向
上を図る。
（障がい福祉課）
障がいのある人の感覚の疑似体験等，障
がい理解の促進を目的とした職員研修を
実施する。
手話の理解促進・普及啓発を行うことを
目的とした「心がつながる手話教室」を
開催する。
新任職員研修において，手話研修を実施
する。

742

人権・男女共生課
人事課

コンプライアンス推進室
障がい福祉課

②管理職は高い
人権感覚を習得
するとともに，
所属職員の人権
に対する理解を
深めることを目
的として，職場
単位での自己啓
発や研修の充実
に取り組みま
す。

6

職場人権研修 各職場でテーマを設定し研修を実施す
る。職員間で意見交換を行うことによっ
て職員の人権意識の向上を図る。

0 人権・男女共生課

7

学校内のハラスメ
ント防止対策

・昨年度に引き続き，市と各校において
ハラスメント防止に係る研修を実施する
とともに相談しやすい環境づくりに努め
る。

0 教職員課

8

庁内におけるハラ
スメント防止対策

「職場におけるハラスメント防止に向け
た取扱指針」を改訂し，職員に周知す
る。また，職員の役職に応じた研修等を
実施することで，ハラスメントについて
の知識の向上を図る。

3,200 コンプライアンス推進室

③「職場におけ
るハラスメント
防止に向けた取
扱指針」に基づ
き，セクシュア
ル・ハラスメン
ト，パワー・ハ
ラスメント等の
ハラスメントに
対する理解を深
める研修を実施
するとともに，
職場の人権問題
に対して迅速か
つ効果的に対応
できる体制の充
実を図り，制度
や相談窓口の周
知に努めます。

〇市職員等への教育・啓発
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地域・事
業者・

方向性 NO 事業内容 R３事業実施目標 R３事業実施実績
R3歳出
予算額
（千円）

R3歳出
決算額
（千円）

R４歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R3実施効果・課題 Ｒ４事業実施目標 所管課

5-2 特
定 職 業
従 事 者
の 意 識
向上

①教職員につい
ては，園児・児
童・生徒それぞ
れの発達段階に
対応した人権研
修を進めるとと
もに，家庭や地
域との連携のも
とに人権課題の
解決に積極的な
役割を果たすこ
とを推進しま
す。

9

（学校教育課・打出教育文化センター）
・キャリアステージに合わせた人権研修
会を実施する際には，教員のニーズや現
状をよくふまえた上で適切なテーマや課
題設定をおこなう。
・若手教員に対して同和問題をはじめ，
人権問題について学べる機会をセンター
が設けると共に各校でおこなっている校
内人権研修会を充実させるための支援を
おこなう。

100
学校教育課

打出教育文化センター

②福祉関係者，
医療・保健関係
者，消防職員に
ついては，市民
の健康・生命や
財産に接する機
会が多いことか
ら ， プ ラ イ バ
シー保護への配
慮を徹底すると
ともに，相談業
務などにおいて
相談者それぞれ
が相手の立場に
立った適切な対
応 が 行 え る よ
う，研修を充実
します。

10

（生活援護課）
庁内外の研修等に参加し，職員の人権意
識啓発を目指す。
（福祉センター）
館内の業務連絡会を通じて，個人情報等
の保護を徹底するため情報セキュリティ
の実施方策（パソコン本体へセキュリ
ティをかける，パソコン等施錠管理の徹
底・盗難防止ワイヤーの取付け，書類は
カウンターの内側に取り込むなど...）を
セキュリティ事故の事例や芦屋市の取組
を伝え，随時注意喚起を行う。また，机
や書庫等の鍵の調査を実施する。

0
関係課（生活援護課
福祉センター）

特定職業従事者に
対する研修
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